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茨城県の治安概況 ※資料中で使用している数値には速報値も含まれます。

１ 刑法犯の認知・検挙状況 (4) 高齢者虐待事案の認知・検挙・通報状況

２ 人身安全関連事案の認知・検挙等の状況
(1) ストーカー事案の認知・検挙・警告状況 ３ ニセ電話詐欺の認知・検挙・被害額状況

(2) ＤＶ事案の認知・検挙・保護命令状況 ４ 交通事故の発生状況

(3) 児童虐待事案の通告・検挙状況 ５ 飲酒運転の取締り・飲酒運転による事故の発生状況

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
通告人員 207 330 317 739 906 1,237 1,550 1,687 1,817 1,692
検挙件数 4 23 33 42 30 66 58 42 33 38
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
認知件数 1,427 1,637 1,763 1,798 1,951 2,227 2,421 2,451 2,704 2,638
検挙件数 55 272 509 476 427 433 342 222 210 341
保護命令件数 50 47 45 24 29 28 26 18 23 28
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
認知件数 428 380 475 519 526 462 421 475 492 396
指導警告件数 211 163 172 138 156 173 190 224 307 211
検挙件数 26 30 67 59 41 33 37 46 55 41
文書警告件数 17 67 186 145 93 66 13 17 11 6
禁止命令件数 1 5 13 11 32 33 50 66 66 46
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
認知件数 127 202 201 267 304 418 438 477 487 476
通報人員 109 190 194 238 267 373 396 432 442 448
検挙件数 4 40 80 78 71 90 74 66 45 58
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
認知件数(件) 290 301 404 428 340 364 376 306 259 254
検挙件数 57 47 45 47 73 104 157 121 98 68
検挙人員 32 24 48 52 60 61 56 44 35 36
被害額(千円) 1,659,505 1,436,759 1,229,232 978,867 574,139 524,650 633,133 550,224 476,843 466,127
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
死者数 163 132 140 150 143 122 107 84 80 91
高齢者死者数 103 60 69 73 80 65 65 52 46 50
発生件数 13,279 12,534 11,613 10,455 9,679 8,682 7,447 6,049 5,929 6,271
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
飲酒運転事故発生件数 172 166 136 138 152 118 107 68 65 77
飲酒運転取締り検挙件数 1,307 1,203 887 1,290 2,345 2,190 1,553 1,237 977 908
飲酒運転事故死者数 6 13 14 24 16 6 7 4 10 6
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04
認知件数 35,055 30,502 29,085 26,607 24,809 22,550 20,312 16,301 14,277 15,986
検挙件数 9,820 9,646 8,896 9,216 8,067 8,181 7,286 6,182 5,833 4,988
検挙人員 4,809 5,068 5,141 4,873 4,909 4,237 3,562 3,311 3,107 3,207
検挙率 28 32 31 35 33 36 36 38 41 31
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R04.11 R05.11
認知件数 14,493 18,045
検挙件数 4,616 5,672
検挙人員 2,957 3,151
検挙率 32 31
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R04.11 R05.11
認知件数 363 457
指導警告件数 192 180
検挙件数 39 45
文書警告件数 6 0
禁止命令件数 43 60
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認知件数 2431 2530
検挙件数 317 232
保護命令件数 24 16

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

R04.11 R05.11
通告人員 1587 1715
検挙件数 34 49

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

R04.11 R05.11
認知件数 445 467
通報人員 431 329
検挙件数 52 58
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R04.11 R05.11
認知件数(件) 230 218
検挙件数 62 61
検挙人員 35 30
被害額(千円) 425,860 461,828
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R04.11 R05.11
死者数 77 85
高齢者死者数 40 41
発生件数 5,540 5,887
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飲酒事故件数 72 70
飲酒検挙数 836 815
飲酒死者数 6 4
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379 件 300 件

対策前 対策後

全国/人身 20.9P
減少

(１) 利⽤促進に向けた取組
・ 巡回連絡時における即時利⽤の働き掛け
・ 企業・団体等と協働/県、市町村を介した県⺠への周知
・ 学校を介した学生・生徒、保護者への働き掛け
・ 防犯キャンペーン等における即時利⽤の働き掛け

(２) ダウンロード数
・ 本年５⽉末 約28,000件

→  11⽉末 約107,000件(約3.8倍)
・ 本年12⽉11⽇現在、約111,000件

県内（R5.11）︓50件（前年⽐－14件）
全国（R5.10）︓3,278件（前年⽐-50件）

５ 歩⾏者事故防⽌対策

茨城県警察の重点施策・推進状況
令和５年 1 2 月 1 4 日

２

○ 横断歩⾏者妨害取締りの推進

・ 本年11⽉末現在、過去10年間平均
の3.８倍の横断歩⾏者妨害を検挙

・ 対策前後を⽐較すると対策前の1.6
倍実施（238件→384件）

６ 県⺠の適正な避難等・防災意識向上対策

(3) 取組の成果（信号機のない横断歩道における交通事故発⽣状況（対策前後の⽐較、令和５年中））

・ 本県の対策前後における⽉平均の人身事故発生件数を⽐較すると、7.3件から5.0件と31.0％減少

(2) 対策
○ 反射材の貼付活動
・ 巡回連絡等を通じて反射材の貼付活動を実施

本年12⽉11⽇現在、⾼齢者85万人中、約136,000人に反射材貼付

認知件数の⽐較（対策の効果）

２ ニセ電話詐欺被害防⽌対策

(1) 死亡事故の特徴
･ 令和４年中の死亡事故全体では「前⽅不注意」が約30％を占め、全国平均の約1.2倍
･ 平成30年以降、歩⾏者死亡事故の最⼤原因は｢前⽅不注意｣で、夜間54％、昼間25％を占める

・ 全国では増加傾向を維持する中、当県では対策を開始した６⽉を境にマイナスに転じる
・ 前年同期⽐(6〜11⽉)でも⼤幅に減少（ｰ19件・-42.2％）

(1) 被害の特徴
・ オレオレ詐欺では50件中49件（約98％）が固定電話への架電が端緒

(2) 対策
・ 巡回連絡を通じた⾼齢者世帯の固定電話の留守番電話設定
・ 本年11⽉末現在で⾼齢者世帯約147,000世帯に実施

(3) 取組の成果（オレオレ詐欺）

巡回連絡を活⽤した高齢者総合安全対策の推進

⇨ 本年11⽉末現在 高齢者世帯53万世帯中 約22万6千世帯（約43％）の巡回連絡を実施

常時施錠の習慣付け、
フィルムの貼付

留守番電話機能の設定
①ニセ電話詐欺防⽌対策 ②住宅侵⼊窃盗防⽌対策

夜光反射材の着⽤
③歩⾏者事故防⽌対策

近隣住⺠と連携し
た早期避難

④災害被害防⽌対策

１ 茨城県警察防犯アプリ「いばらきポリス」の利⽤促進

(1) 災害時の避難をめぐる特徴
･ 「これまで被害にあっていない」「近隣住⺠も避難して
いない」等の意識

(2) 自主防災組織・防災リーダーとの連携
･ 各地域の組織やリーダーに「避難訓練」を働き掛け

195回・1,473団体に働き掛け、連絡体制を確⽴
(3) 近隣住⺠同⼠が連携した早期避難

･ 防災意識向上を⽬的とした防災講話の実施
720回・47,706人に働き掛けた結果、参加者の防災意識が向上

(4) 災害等緊急事態に備えた指導・支援の強化
･ 警察署への指導、⽀援した結果、職員の災害対処能⼒が向上

対策前
月平均 73人

約 94 倍増加

対策後
月平均 6815人

約 93 倍増加

県警察による防災講話の受講者数

４ 自動⾞盗防⽌対策

認知件数の推移（R5) 未遂率の⽐較 ○ 特徴
・ 認知件数（令和５年11⽉末）

575件（前年⽐＋41件） ※全国ワースト４位
被害の約９割がドアロック中の被害

○ 対策
・ 巡回連絡やいばらきポリス、マスメディアへの

積極的な広報、⾃動⾞関連企業・団体と協働した
啓発活動等により、「バー式ハンドルロック等に
よる物理的固定」「⾳や光を発する警報装置の取付」
「防犯カメラやセンサーライトの設置」を呼び掛け

○ 取組の成果
・ 認知件数は６⽉をピークに減少傾向
・ 未遂率が前年同期と⽐較して4.2ポイント増加

39 37

48

60

75
83

47
54

46
41 45

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

12.6%
16.8%

0%
5%

10%
15%
20%

R4
(6〜11）

R5
(6〜11)

285 316
うち未遂 36 53

認知件数

３ 住宅侵⼊窃盗防⽌対策

認知件数の推移（R5) 県内の無施錠被害率 ○ 特徴
・ 認知件数（令和５年11⽉末）

1,127件（前年⽐＋198件）※全国ワースト３位
約４割が無施錠、約５割がガラス破りでの被害

○ 対策
・ 巡回連絡やいばらきポリス、マスメディアへの

積極的な広報等により、「常時施錠の習慣付け」
「防犯フィルム等を活⽤した窓ガラスの強化」
「防犯カメラやセンサーライトの設置」を呼び掛け

○ 取組の成果
・ 認知件数は６⽉をピークに減少傾向
・ 無施錠被害率が前年同期と⽐較して2.9ポイント
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令和６年茨城県警察運営重点

安全安心を実感できる「いばらき」の確立指針

社会の変化に対応し県民とともに歩む県民のための警察副題

重 点 項 目

○ 県民の生活を犯罪から守るための取組

・ 犯罪を予防するための取組の推進

・ 県民の生命、身体を脅かす事案への迅速・的確な対処

・ 高齢者の平穏な暮らしを脅かすニセ電話詐欺の根絶

・ 多発する住宅侵入窃盗・自動車盗・金属盗の抑止及び検挙

の徹底

・ 健全な社会を脅かす犯罪組織の壊滅

○ 総合的な交通安全対策

・ 子供や高齢者をはじめとする全ての道路利用者の安全の確保

・ 悪質・危険な運転者の排除等の交通事故抑止に資する取締り

の徹底

○ 多様化する脅威への対策

・ 実空間との一体化が進むサイバー空間の脅威への適切な対処

・ 企業・研究機関等が保有する技術や情報を守るための対策の

の推進

・ 大規模災害・テロ対策等の推進

・ 警戒の空白を生じさせないための組織運営
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警察相談の現状と相談窓口の周知について

令和５年12月14日
警 務 部

１ 警察相談の現状

３ 相談窓口の周知と利⽤促進

○ 相談取扱件数は、平成25年以降、5万件前後で推移
○ 令和２年から増加傾向にあり、本年11⽉末現在、前年同期⽐＋11,035件

２ 適切な相談対応の推進

組織的な対応

相談に対応する
職員の育成

関係機関・団体
との連携

○ 関係部署が連携して、相談者の不安を解消するための必要な指導・助言、他の専門機関
の教示、相手方への警告、検挙等を実施

○ 専門的知識を有する部外講師による教養等を通じて、多種多様な相談に適切に対応する
職員を育成

○ 関係機関・団体との情報共有、人事交流、各種会議を通じての連携強化

(1) 相談取扱件数の推移

(2) 相談内容の内訳

音楽隊と連携したPR活動 街頭キャンペーン ラジオ広報

警察署
総合相談窓口

（専任係員・警察OB）

警察本部
県⺠安⼼センター

総合相談室

警察相談専用電話
「♯９１１０」

又は
警察本部の代表電話番号

警察署の代表電話番号

(1) 相談窓口

(2) 周知と利用促進

令和５年11月末

53,110 
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茨城県警察住宅侵⼊窃盗等抑⽌対策実証実験事業の進捗について

１ 事業概要

(1) 街頭防犯カメラ設置費⽤の補助（初年度）
補助台数 １地区５台 合計30台
補助⾦ ⾃治体に対し、設置費⽤の2分の１を補助

上限150万円（30万円×5台）
⾃治会 設置費⽤の１割を負担

(2) 防犯環境整備の推進（初年度）
各モデル地区内に防犯プレート

（１地区あたり300枚）を掲⽰し、⼼理的
領域性の強化による防犯効果を期待

(3) ⾃主防犯活動の⽀援等（３か年）
・合同パトロール、防犯診断の実施
・広報紙の発⾏

(1)東海村
豊白

(1)東海村
豊白

(6)つくば市
北条

(6)つくば市
北条

(5)牛久市
牛久町

(5)牛久市
牛久町

(4)境町
字なし
(4)境町
字なし

⽔⼾市

住⺠説明会、実地調査（⿓ヶ崎市）

(1) 東海村豊白 (4) 境町（字なし）

(2) ⿓ケ崎市南が丘 (5) 牛久市牛久町

(3) 守⾕市久保ケ丘 (6) つくば市北条

住宅侵⼊窃盗の犯罪率の⾼い地域（「⼤字」単位）から
モデル地区6地区を選定し、3か年計画（令和５年４⽉１⽇〜
令和８年３⽉31⽇）で集中的な抑⽌対策を推進する実証実験

２ 事業重点

プレート掲⽰状況（守⾕市）

(2)⿓ケ崎市
南が丘

(2)⿓ケ崎市
南が丘

(3)守⾕市
久保ケ丘
(3)守⾕市
久保ケ丘

３ モデル地区

５

令 和 ５ 年 1 2 ⽉ 1 4 ⽇
生 活 安 全 部



１１０番通報への適切な対応について

令和５年12月14日
地 域 部

１ １１０番通報の受理状況

２ １１０番通報への対応

３ 広報啓発活動

○ １１０番通報受理件数は、
19万件台で推移していたが、
令和２年及び令和３年は減少

○ 本年11⽉末⽇現在の状況
・ 既に19万件台と例年以上で、
前年同期⽐約２万２千件の増加

・ １⽇当たり約５７２件
約２分３１秒に１件の通報を
受理

・ 携帯電話からの通報が全体の
７８．５％

(1) 聴覚障害者等からの１１０番通報への対応

(2) 外国人からの１１０番通報への対応

(3) １１０番映像通報システム

○ 県警ホームページや県警SNS（X、YouTube等）
マスメディア等の活⽤

○ 本部及び各警察署による「１１０番の⽇」キャン
ペーンの実施

【活用事例】
●⼦供が家出をした⾏
⽅不明事案で、家人か
らの画像提供により、
早期に発⾒保護するこ
とができた事例
●⼥が⾃宅から包丁を
持ち出した事案で、家
人からの画像提供によ
り、銃刀法違反の検挙
に⾄った事例
●道路の陥没事案で、
提供を受けた画像を元
に通⾏⽌め措置を講じ
た事例

○ 対話式メール１１０番【県独⾃】○ １１０番アプリシステム【全国共通】

○ 通訳人を交えた三者通話

○ １１０番アプリシステム（多言語対応）
英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語に対応

○ ファックス１１０番【県独⾃】

・外国人からの１１０番

・通訳人を選定

・言語を特定

・三者通話開始（三者が同時に通話可能）

・ ファックスを利⽤した通報⼿段

聴覚や言語機能に障害がある⽅など、⾳声による１１０番通報が困難な⽅が⾳声に
よらずに警察に通報できる⼿段

・ スマートフォンの専⽤アプリやフィー
チャーフォンを利⽤した通報⼿段

・ インターネット接続可能な機器を
利⽤した通報⼿段

【１１０番アプリシステムイメージ】

【対話式メール１１０番イメージ】

【三者通話イメージ】

【 １１０番映像通報システムイメージ】

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年
令和４年
11月末

令和５年
11月末

有効受理(件) 195,310 192,109 172,430 173,956 187,043 169,293 191,136

携帯電話(件) 145,516 143,437 129,706 134,223 145,726 131,838 149,968

構成比(％) 74.5 74.7 75.2 77.2 77.9 77.9 78.5

※ 有効受理件数には、いたずら電話、間違い電話、回線試験等は計上していない。
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茨城県暴⼒団排除条例の⼀部改正について

３ 他⼈の名義利⽤に対する規制【新設】

２ 暴⼒団事務所に⽴ち⼊らせることの規制【新設】

４ 暴⼒団排除特別強化地域での禁⽌⾏為の規制【新設】１ 暴⼒団事務所の開設・運営に対する規制【拡大】

(1) 禁⽌⾏為
暴⼒団が⻘少年を暴⼒団事務所に⽴ち⼊らせること

(2) 違反者に対する措置
中⽌命令・再発防⽌命令
※命令違反︓罰則（６⽉以下の懲役⼜は50万円以下の罰⾦）

調査拒否︓公表

(1) 禁⽌⾏為
ア 暴⼒団に対し、⾃⼰⼜は他人の名義を利⽤させること
イ 暴⼒団が他人の名義を利⽤すること

(2) 違反者に対する措置
調査・勧告・公表

(1) 暴⼒団排除特別強化地域
ア ⽔⼾市

泉町三丁⽬、五軒町三丁⽬のうち１番、５番及び６番（住居表⽰）、栄町一丁⽬、
⼤工町一丁⽬、⼤工町二丁⽬のうち２番及び３番（住居表⽰）、天王町のうち５番及
び６番（住居表⽰）

イ 土浦市
川口一丁⽬のうち１番（住居表⽰）、桜町一丁⽬、桜町二丁⽬、桜町三丁⽬、⼤和

町のうち７番及び８番（住居表⽰）
(2) 特定営業者

風俗営業、性風俗関連特殊営業、飲食店営業 等
(3) 禁⽌⾏為

ア 特定営業者が暴⼒団に⽤⼼棒料やみかじめ料を供与する⾏為 ※⾃首減免規定あり
イ 暴⼒団が特定営業者から⽤⼼棒料やみかじめ料の供与を受ける⾏為

(4) 違反者に対する措置
罰則（１年以下の懲役⼜は50万円以下の罰⾦）

(1) 対象施設の周囲200メートル以内の開設・運営の禁⽌
ア 対象施設（【追加】対象施設の⽤に供するものと決定した土地を含む）

学校、専修学校、児童福祉施設、公⺠館、図書館、博物館 等
【追加】家庭裁判所、児童相談所、都市公園、保護観察所、少年院、少年鑑別所

イ 違反者に対する措置
罰則（１年以下の懲役⼜は50万円以下の罰⾦）

(2) 区域内の開設・運営の禁⽌
ア 対象区域【都市計画法第８条】

住居系⽤途地域、商業系⽤途地域、工業系⽤途地域
イ 違反者に対する措置

中⽌命令
※命令違反︓罰則（１年以下の懲役⼜は50万円以下の罰⾦）

調査拒否︓罰則（20万円以下の罰⾦）

令和５年12月14日
刑 事 部

＜改正の理由・背景＞

【暴⼒団の凶悪事件が相次いで発⽣】
・平成28年以降、暴⼒団の抗争により、暴

⼒団事務所への拳銃発砲事件や⽕炎瓶投
てき事件等が８件発⽣

・令和４年中、暴⼒団事務所で拳銃発砲事
件が２件発⽣、３名死亡

用途地域

より安全で安⼼な県⺠⽣活確保のためには規制の強化が不可⽋

【暴⼒団を取り巻く情勢の変化】

【暴⼒団活動の潜在化・不透明化】
・⻘少年の犯罪加担割合の増加
・暴⼒団員が他⼈名義を利⽤した不法⾏

為の横⾏
・繁華街の事業者がみかじめ料や⽤⼼棒

料の支払事実を申告できない状態

【県⺠⽣活を脅かす大きな脅威】

５ 施⾏⽇

令和６年４⽉１⽇
対象施設

200ｍ

７



○ 重要犯罪の徹底検挙

２ 強盗事件の認知・検挙状況

令和５年12月14日

１ 重要犯罪の認知・検挙状況（過去10年間の推移）

(1) 徹底した初動捜査の推進
・ 各部門が連携した迅速・的確な捜査を実施し、捜査員を集中投⼊した初動捜査の展開
・ 科学技術を活⽤した捜査の徹底

(2) 捜査の高度化
・ 防犯カメラ画像解析
・ DNA型鑑定等の科学捜査の推進

(3) 匿名・流動型犯罪グループが関与する犯罪等に対する関係部⾨との連携の強化

４ 抑⽌対策

(1) 情報発信活動の推進
・ 事件発生時、迅速にいばらきポリス、ひばり君防犯メール等で発生状況をタイムリーに配信

(2) ディフェンス⼒向上のための巡回連絡及び警察広報活動の推進
・ 巡回連絡時における防犯指導や情報提供依頼など総合的なディフェンス⼒向上に向けた活動の推進
・ 発生状況や効果的な防犯対策の周知を⽬的とした警察広報

(2) 令和５年における茨城の強盗事件・半期別認知件数（1１⽉末時点）

(1) 強盗事件の認知・検挙状況（過去10年間の全国と茨城の推移）

(3) 令和５年における茨城の強盗事件・認知検挙件数（1１⽉末時点）

３ 検挙対策

令和５年に検挙した住宅強盗
８件のうち７件が匿名・流動
型犯罪グループ関連と思料

住宅強盗の検挙内訳

８

刑 事 部



交通事故防⽌対策

令和5年12月14日

１ 自転⾞ヘルメット着⽤の促進に向けた対策について

交 通 部

２ ⽌まりやすい横断歩道対策について

○ ⽔⼾市と⽇⽴市にモデル箇所を選定し、道路管理者と連携した対策を実施

ア ⽬的
○ 横断歩道⼿前での減速
○ 横断者がいる場合の停⽌

(１) 対策の目的と概要

→

(２) 対策効果（⽇⽴市） ※実勢速度抑制、横断歩道停⽌率上昇

イ 概要
○ 速度が上がりやすく⽌まりにくい下り坂の横断歩道における対策

・ 警察の対策
横断歩道の標識・標⽰の明確化（標識補修・塗直し等）

・ 道路管理者の対策
横断歩道のカラー舗装、路⾯表⽰「横断者注意」の設置、減速マークの設置等

実勢速度 下り⽅向 48km/h
上り⽅向 39km/h

実勢速度 下り⽅向 45km/h
上り⽅向 36km/h

横断歩道停⽌率 33.0％ 横断歩道停⽌率 54.4％

(３) 今後の取組
ア 施策の有効性の周知 → 各警察署及び各道路管理者に情報提供済
イ 対 策 箇 所 の 拡 ⼤ → 学校、⾼齢者施設、病院の周辺等、横断歩⾏者保護の

必要性が特に認められる横断歩道にも展開

※ ⽔⼾市は現在対策推進中

(1) 対策の推進状況
ア ⾼等学校における啓発活動の実施
イ ⾃転⾞販売店等と連携した広報啓発活動の実施
ウ ⾃転⾞指導啓発重点地区・路線における広報啓発活動及び指導取締りの実施

【警察署⻑の⾼校訪問】 【⾃転⾞販売店への協⼒依頼】 【重点地区・路線での指導取締り】 【広報チラシ】

(2) 対策効果
ア ⾃転⾞通⾏者のヘルメット着⽤率

○ 本県のヘルメット着⽤率は21.3
%で、全国より7.8ポイント⾼く、
全国第９位であった。

○ 本調査結果は、本年４⽉に実施
した本県の独⾃調査結果(21.1％)
と⽐べ、0.2ポイント⾼い。

※ 調査は、令和５年７⽉に駐輪場のある駅前及び商店
街やショッピングセンター周辺で実施(全国統一)                         

イ 交通事故当事者のヘルメット着⽤率

○ 対策前後における交通事故当事者のヘルメット着⽤率を⽐較すると、全年齢は19.5％
から25.3％に、⾼校生は6.8％から11.3％にそれぞれ増加した。

(3) 今後の取組
ア ⾼等学校における更なる啓発活動の推進
イ ⾃転⾞販売店等と連携した広報啓発活動の強化
ウ ⾃転⾞指導啓発重点地区・路線における広報啓発活動及び指導取締りの強化

運転者が横断歩⾏者優先の遵守意識を
持ちやすい道路環境整備

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
死傷者数 62 72 69 69 71 81 78 71 69 92 84

うちﾍﾙﾒｯﾄ着用者 10 17 12 10 18 23 22 16 21 19 19
着用率（平均）

死傷者数 11 17 12 17 17 17 14 18 10 20 18
うちﾍﾙﾒｯﾄ着用者 1 2 2 1 1 4 2 3
着用率（平均）

高
校
生 6.8% 11.3%

全
年
齢 19.5% 25.3%

対策前 対策後

９



茨城県警の重点施策・推進状況

令和５年12月14日

２ 技術情報等の流出防⽌への取組

(1) 情勢
・ サイバー空間、実空間とも技術情報等の流出の脅威は極めて深刻
・ 県内には多くの先端技術等を保有する企業等があり、技術情報等

が流出した場合、我が国の安全保障に影響

(2) 技術情報等流出の主な⼿口
・ サイバー攻撃
・ スパイ工作
・ 経済・学術活動

(3) 技術情報等の流出防⽌に向けた警察の取組
・ 技術情報等流出事案の実態解明・分析と違法⾏為の取締り
・ 技術情報等を保有する企業・研究機関等に技術情報等流出の実態

や対策のノウハウを情報提供する「アウトリーチ活動」の推進

警 備 部

(1) 本年の主な被害
・ ５⽉の石川県能登地⽅を震源とする地震による被害
・ ６⽉の梅雨前線及び台風第２号による⽔害
・ ９⽉の台風第13号による⽔害

(2) 外国⼈等の防災意識高揚を図る取組
・ 技能実習生に対する防災講話
・ 茨城県警察のホームページや公式ＳＮＳ

を使った外国語での配信
・ 「茨城県警察在留外国人の安全確保に向

けた総合対策」の枠組みを活⽤した監理団
体等への働き掛け

1 0

⽔害に対する「早期避難」を呼び
掛ける啓発動画に英語の字幕を付
け、県警察公式ＳＮＳで配信

１ 大規模災害対策

技能実習生に対する防災講話

制作中の啓発動画（ベトナム語）
「災害の時、ガソリンスタンドは⼤変混雑しま
す」と、防災対策の一環としてガソリンを満タ
ンにしておくよう呼び掛ける内容

サイバー攻撃
サイバー攻撃
不正アクセス

直接的に情報窃取

スパイ工作
人を通じた
情報の窃取

スパイとなる者を仕立
てて情報を盗ませる

経済・学術活動
合弁・企業買収
共同研究など

それ自体は合法でも
隠れ蓑にすることで

情報窃取

スパイ⼯作による技術情報流出の事例

親しくなった後、情報を要求

外国の諜報機関員
（外国政府機関を名乗る男）

実態解明・分析
違法⾏為の取締り

企業・
研究機関等


